
◆特集 人身取引◆

オーストラリアにおける人身取引取締政策及び法制
土屋 恵司

Ⅰ オーストラリア連邦における人身取引の

実態

オーストラリア連邦では、連邦法及び州法の

いずれにおいても「人身取引（trafficking  in
 

person）」という用語は使用されていないこと

もあり、公的統計もなく、人身取引の実態を正

確な数値で把握することはできない。

しかし、2003年６月オーストラリア外務相が

ASEAN地域年次フォーラムで行なった演説

の中で言及したよ
(注１)

うに、東南アジア地域だけで、

毎年225,000人に達する女性及び児童が人身取

引の対象とされているという国際的認識があ

り、歴史的にもオーストラリアが東南アジア太

平洋地域における移民の最大の目的地となって

きたという事実がある。さらに、内外の人身取

引問題に取り組んでいる多くの団体は、それら

の多くの移民の中には人身取引に関わる者が少

なくないと指摘している。この指摘については、

上記の認識や歴史的事実を踏まえるならば、確

証はないものの、全く否定することはできない、

というのがオーストラリア連邦政府の認識であ

るようである。

オーストラリア連邦警察（Australia Federal
 

Police）（以下、「連邦警察」という）は、年次報

告書2002-2003年
(注２)

度版において、1999年の「1995

年刑事法典」改正
(注３)

規定施行以降、同規定に該当

するとして捜査を行った事件の総件数は32件で

あること、2002-2003年度には、20件を取り扱い、

そのうちの９件は、出入国管理を所掌する移民

及び多文化先住民問題省（Department  of
 

Immigration and Multicultural and Indige-

nous Affairs：以下、「DIMIA」という）から付

託された事件であり、それ以外の11件はその摘

発時から連邦警察で扱われてきた事件であるこ

と、を報告している。

この報告書で報告された事件のほとんどが、

犯罪立証に関わる理由により、その内容の開示

はなされていないが、DIMIAから付託された

事件は、国際的に共通に理解されている意味で

の「人身取引」に相当すると考えら
(注４)

れる。

同報告書では、また、連邦警察の捜査により、

タイなどアジアの近隣諸国がオーストラリアへ

送り込まれてくる人身取引被害者の出身国であ

ることが確認されていること、オーストラリア

国内での人身取引の主謀者が、この一連の犯罪

活動において、売春宿の所有者、売春婦の手配

師、人身取引契約書の保有者といった役割を演

じていること、などを指摘している。こうした

指摘は、オーストラリアが人身取引という犯罪

の主要な活動の舞台となっていることを示唆し

ている。

オーストラリア連邦政府は、自国における人

身取引犯罪件数は国際的には少ないとの認識は

あるものの、上記のような実態を重大なものと

受けとめ、人身取引犯罪取締のために、国内体

制の整備をはじめ、東南アジア太平洋圏諸国と

の連携協力体制の確立に取り組む姿勢を示して

きている。

以下では、オーストラリア連邦政府の最近の

取組みを概観する。

Ⅱ オーストラリア連邦政府の人身取引取

締政策

１ 人身取引根絶連邦行動計画
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外務省を中心としてオーストラリア連邦政府

関係省庁全体が関与する総合的政策が、2003年

10月13日、発表された。これは、「人身取引根絶

連邦行動計画（A Commonwealth Action Plan
 

to Eradicate Trafficking in Persons）」（以下、

「連邦行動計画」という）と称し、それまでの

連邦諸機関による諸施策に以下のような諸施策

が追加され、連邦の総合的政策として調整され、

展開されることとされて
(注５)

いる。この連邦行動計

画を実施するために、2000億ドルの予算が用意

されている。

⑴ オーストラリア国内における人身取引問題

に対する意識を高めるための新たな社会啓蒙

運動を展開する。

⑵ オーストラリア連邦警察に23名で構成する

性的苦役（sexual
(注６)

servitude）及び人身取引の

捜査のための機動隊「国際性的搾取人身取引

班（theTransnational Sexual Exploitation
 

andTrafficking Team）」を新設する。

⑶ 人身取引問題を専門とするタイ国担当移民

監視高等官（Senior MigrationOfficer（Com-

pliance）in Thailand）を新設する。

⑷ 人身取引事件の探知及び捜査に当たって連

邦警察と DIMIAとが密接な連携をとり、人

身取引問題に関する教育訓練を強化する。

⑸ 人身取引の対象者となる可能性のある者に

対するビザを新設する。

⑹ 人身取引被害者に対して、適切な宿舎及び

生活費の提供並びに社会福祉援護サービス、

法的サービス、医療サービス及び相談サービ

スといった広範なサービスの提供を内容とし

て、契約ケース・マネージャー（contracted
 

case manager）を介した総合的犠牲者援護措

置をとる。

⑺ 移民収容施設に収容される可能性のある少

数の潜在的被害者に対し、追加的な援護を含

めた措置内容を向上させる。

⑻ 東南アジアにおける人身取引事件の主要発

生源国となっている国に送還される被害者に

対する更生援護事業を展開する。

⑼ 人身取引を総合的に犯罪とする法律を制定

する。

⑽ 人身取引犯罪の捜査のために通信傍受を行

えるよう法律を改正する。

国内法が整備された段階で、人身取引特に

女性及び児童の人身取引を防止し、抑止し、

処罰することを定めた「国連議
(注７)

定書」を批准

する。

以下では、この総合的政策に掲げられた事項

に関連したこれまでの施策の経緯・実績と今後

の具体的計画を概観し、オーストラリア連邦政

府による人身取引対策の全容についてより具体

的に紹介する。

２ 国内法の整備

オーストラリア連邦法には、「人身取引」を総

合的包括的に取締対象とする規定はない。以下

では、「人身取引」取締に関係の深い規定を有す

る法律をとりあげる。

⑴ 1995年刑法典法第８章第270節「奴隷的処

遇、性的苦役及び求人詐欺」

① 現行規定の概要と主な批判

「1999年刑法典改正（奴隷的処遇及び性

的苦役）法（Criminal Code Amendment

（Slavery and Sexual Servitude）Act
(注８)

1999）」による改正後の「1995年刑法典法

（Criminal Code Act 1995）」第８章「人

間性に対する犯罪（Offences against
 

humanity）」第270節に規定する「奴隷的処

遇（slavery）」「性的苦役（sexual  servi-

tude）」及び「性的サービス求人詐欺（decep-

tive recruiting for sexual services）」は、

いわゆる「人身取引」に関わる犯罪として

構成されていると考えられている。

すなわちこの法律により、人に性的サー

ビスを提供する仕事をさせ、暴力や脅迫に
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より、その仕事を辞めたり、その仕事場か

ら離れる自由を奪うこと（性的苦役）や、

性的サービスを提供する仕事であることを

隠して、この仕事の求人をすること（求人

詐欺）が犯罪とされるのであるが、これら

の犯罪を構成するいくつかの要件は、国際

条約などで定義される「人身取引」の構成

要件と重なると認められるからである。

しかし、この法律で規定する「求人詐欺」

や「奴隷的処遇」には、国際法での「人身

取引」構成要件に関る別の問題があるとの

指摘もある。たとえば、オーストラリア犯

罪研究所（AIC）の研究員は次のような見解

を示して
(注９)

いる。

・「求人詐欺」の定義に見られる不備

「性的サービスに携わってきているこ

とを承知している者が、労働条件（例え

ば、報酬その他の労働条件）に関して騙

されてきたという事件は、この規定に該

当しない」。事例調査によれば、「オース

トラリアに入国し、性産業で『違法に』

働く大多数の外国人（すなわち、違法に

入国し、又はビザに違反して働いている

者）（ほとんどが女性）は、この範疇に該

当し
(注10)

ない」。

・「奴隷的処遇」の定義に見られる問題

「ある個人に対する所有権についての

この焦点は、明白な詐欺又はその他の形

態の強要について特に言及していない

が、奴隷的処遇の状況を暗に示す様相と

して強要及び搾取を推定することが合理

的な場合もある。他人に対する所有権の

立証は、人身取引議定書で言及されてい

る多様な形態の強要を根拠にして搾取の

存在を立証することよりも一層面倒な負

担となることは、おそらく間違いない。

この意味で、国内法は、国際法よりも一

層面倒な法的審査枠組み（test）を創り出

(注11)

した」。

② 現行規定について想定される改正

2003年10月発表の「人身取引根絶オース

トラリア連邦行動計画」において、国連人

身取引議定書で定義されている「人身取引」

を犯罪とする法律の制定が目標に掲げられ

ているが、現行刑法典の規定について指摘

された上記の問題点は、以下に掲げるよう

に、他の関連規定の改正を含め、その法律

で改められることが考えられて
(注12)

いる。

・ 現行規定の「求人詐欺」の定義に、労

働条件について騙されていたことも含め

る。

・ 現行規定の「奴隷的処遇」の定義を、

国連人身取引議定書の「人身取引」の定

義に即応するよう、「他人に対する所有権

の行使」を立証する必要が無い形に改め

る。

・ 児童の人身取引については、搾取の目

的を立証することで十分であり、成人の

人身取引の構成要件とされる暴力、欺も

う、虚偽若しくはその他の形態の権限乱

用又は強制を立証することは必要とされ

ないとする規定を設ける。

⑵ 1914年犯罪法第ⅢA章「児童買春旅行」

「犯罪法1994年改正（児童買春旅行）法

（Crimes（Child Sex Tourism）Amendment
 

Act
(注13)

1994）により、「1914年犯罪法（Crimes
 

Act1914）」に第ⅢA章「児童買春旅行（Child
 

Sex Tourism）」の規定が加えられた。

この新たな規定により、オーストラリア人

が海外で16歳未満の児童と性的行為（act of
 

indecency）や性交渉（sexual intercourse）

を行い、若しくはこれに誘うことなどが犯罪

とされ、12年又は17年の拘禁刑に処せられる

こととなった。

「児童買春旅行」は、いわゆる「人身取引」

には該当しないが、「人身取引」により児童が
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このような売春を行う境遇に置かれる可能性

もあることを考えるならば、「人身取引」との

関係は、間接的であるにせよ、浅からぬもの

がある。

⑶ 「人身取引」取締のために効果を有するそ

の他の法令

① 「1958年移民法（Migration Act1958）」

第12編

この規定による人の密輸入（people
 

smuggling）取締（例えば同編第232A条の

規定による集団密入国の手引きをした者に

対する重い処罰）の規定は、違法入国とい

うルートを経る「人身取引」の取締及び被

害者の保護に一定の効果をもたらすことが

ある。

② マネーロンダリング規制関連法

「1987年犯罪収益法（Proceeds of Crime
 

Act of 1987）」（1987年法律第87号）や、

「1988年金融取引報告法（Financial
 

Transaction Reports Act of1988）」（1988

年法律第64号）のマネーロンダリング関連

の規定を適用し、人身取引に関連して収受

した違法な収益の洗浄を規制し、人身取引

の抑制に資することができる。

⑷ 人身取引犯罪訴追等に関わる被害者その他

の関係者の保護のためのビザの新設

2004年１月１日から、人身取引犯罪の訴追

等に関わる被害者その他の関係者の保護のた

めに、新たなビザが発行される。

① 新たな種類のブリッジング・ビザ

不法入国者収容施設に収容されている人

身取引犯罪の利害関係者が刑事裁判滞在ビ

ザ（Criminal Justice Stay Visa）の交付

を受けるまでの間における当該者の経過的

保護措置として、一時滞在ビザを交付する。

このビザは、それまでのブリッジング・ビ

ザ（Bridging Visa）の一種として新設され

たもので
(注14)

ある。

このビザの保有者は、違法入国者収容所

から釈放され、ビザの有効期間（最長で30

日間）の介護、安全及び福利が保証される。

ただし、就業することはできない。

このビザは、一定の範囲の家族にも交付

される。

② 証人保護（人身取引）ビザ

人身取引犯罪の容疑者の訴追若しくは捜

査に相当な寄与をした者及び出身国に帰る

と危険であると予想される者に対し、一時

又は終身のオーストラリア滞在を許可する

「証人保護（人身取引）ビザ（Witness
 

Protection（Trafficking）（Temporary）

Visa［Class UM，Subclass 787］又は

Witness Protection（Permanent）Visa

［Class DH，Subclass852］）」を交付
(注15)

する。

このビザの交付は、まず刑事裁判滞在ビ

ザを保有している者に対してオーストラリ

ア政府から提案がなされ、これに応じた本

人が入国管理当局に対し当該ビザの申請を

行う、という手続を経て行われる。

このビザは、一定の範囲の家族にも交付

される。

３ 連邦政府各機関の役割と連携協力体制

⑴ 法務総裁府（Attorney-General’s Depart-

ment）

法務総裁府は、連邦の法務行政の主管官庁

として、人身取引問題についても関係省庁間

の緊密な連携の中心で活動している。以下に

掲げるオーストラリア犯罪コミッション

（ACC）、連邦警察は、いずれも法務総裁府の

下にある機関である。

⑵ オーストラリア犯罪コミッション（Aus-

tralian Crime Commission）

重大かつ組織化された犯罪と闘うオースト

ラリアの法執行力を強化するための情報収集

分析活動を任務とする組織として2003年1月

オーストラリアにおける人身取引取締政策及び法制
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発足したオーストラリア犯罪コミッション

（以下、「ACC」と
(注16)

いう）は、優先事項の一つ

として、「性的苦役のための人身取引」を掲げ、

ACC役員会の承認を得て特別な諜報活動を

行うこととしている。

この特別な諜報活動が優先事項とされる以

前から、関係の情報は、マネー･ロンダリング

や「ほ脱犯」（tax fraud）に関するミダス特

別捜査活動（Midas Special Investigation）

の過程で得られた情報を中心に収集してきて

いる。今後の人身取引関係の情報活動は、こ

の２つの活動の連携によるものとなる。

⑶ 連邦警察

① 国際性的搾取人身取引班による機動的捜

査活動

連邦警察は、2003年10月発表の連邦行動

計画を受けて、児童買春旅行、奴隷的処遇、

性的苦役を含む国境を越えた性犯罪に関連

した目標の展開、捜査活動の調整、関連の

他機関との連携協力を任務とする「国際性

犯罪班（Transnational Sexual Offences
(注17)

Team）」を再編し、新設の機動捜査隊「国

際性的搾取人身取引班」に統合した。この

「「国際性的搾取人身取引班」の創設によ

り、人身取引シンジケートを標的とする連

邦警察の捜査能力は一層強化された。なお、

同組織の本部が置かれた「国際犯罪調整セ

ンター（Transnational Crime Coordina-

tion Centre）」は、2001年９月11日の米国本

土同時多発テロを契機に、国際テロ、麻薬

取引、密入国、ハイテク犯罪、資金洗浄な

どの重大な国際犯罪に関する法執行を調整

監督するために設置された。2002年12月11

日連邦警察本部内で開庁、24時間体制の活

動を開始した組織である。

② 人身取引専門家捜査研修の実施

連邦警察は、法律、捜査方法論、被害者

との連絡及び援護を含め、人身取引捜査を

成功に導くために重要な分野の担当官の専

門能力を向上させることを目的として「人

身取引専門家捜査研修（People Traffick-

ing Specialist Investigations Training）」

を実施している。協力関係にある他の政府

機関にも、有償で適宜その機会が提供され

る。

③ 法執行国家行動計画策定についての指導

的役割

オーストラレーシアン警察閣僚評議会

（Australasian Police Ministers’Council
(注18)

（APMC））の会議において、オーストラリ

ア連邦司法関税相（the Minister for Jus-

tice and Customs）の発議による性的苦役

のための女性の人身取引と闘う「法執行国

家行動計画（Law Enforcement National
 

Plan of Action）」を策定することが決定さ

れて
(注19)

いる。この決定に際し、APMCは、性

的苦役のための女性の人身取引は重大な犯

罪であり、すべての法域において対処すべ

きであるとの認識を明らかにした。そして、

すべての法域では関連の法律を再検討し、

情報収集及び情報共有を促進し、人身取引

及び性的苦役の犠牲者が発見され、犯罪犠

牲者として取り扱われることを保証するた

めに DIMIAとの間での運用の取決めを再

検討することに合意している。

同計画の策定作業において、連邦警察が

司法関税相を代理して指導的役割を果たす

こととされている。

⑷ 移民及び多文化先住民問題省

同省は、1958年移民法に基づき、不法入国

外国人の発見及び収容並びに密入国及び不正

行為による移民に関連した問題の主務官庁と

して、移民法違反容疑で令状により売春宿や

個人の住居を捜査することがあるが、そのよ

うな法執行過程で人身取引事件が発覚するこ

とがある。この人身取引事件は、連邦警察に

外国の立法 220（2004.5)166



移送され、連邦警察の捜査に委ねられる。

この他、総合的政策で掲げられた次のよう

な事項を主管する。

・ タイ国移民監視高等官の設置―この官職

は、移民及び多文化先住民問題省（DIMIA）

によるアジア地域の人身取引対策を実施す

る責任を有する。この施策には、人身取引

の主謀者（組織）となる可能性のある者の

発見・確認のために地方機関や連邦警察と

密接に協働することも含まれる。

・ 人身取引被害の疑いのある者に対するビ

ザ制度の整備

・ 人身取引被害の疑いがあるが、身元証明

の問題がありブリッジング・ビザを交付さ

れない者を収容する不法入国者収容所にお

ける特別な介護措置（Villawood不法入国

者収容所内の女性専用施設への収容、援護

サービスを組織化するケースマネージャー

に対する迅速な委託など）の導入

・ 連邦警察との捜査及び担当官教育の協力

・ 連邦警察との間の新たな協定についての

定期的評価

⑸ 連邦政府機関間協力

① 連邦警察と DIMIAとの連携協力

2002年２月、連邦警察と DIMIAは、組織

的不法移民及び重大又は複雑な不正行為に

よる移民の問題に対処するために、機関間

協力の枠組みを設定する合意書に調印し

た。この業務合意により、この種の事件の

移送についての公的手続の整備が進められ

ている。

この業務合意により、連邦警察は、捜査

のために事件を受理することの適否につい

て DIMIAに進言することとされ、捜査の

ために事件を受理しない場合には、連邦警

察は、当該事件を受理しない理由を説明し、

代替措置があるときは、その措置を提案す

るなどの義務を負うこととされた。

2003年５月、人身取引容疑事件を

DIMIAから連邦警察に移送することに関

する両機関間協定が締結された。この協定

は、人身取引事件を連邦警察に移送する敷

居を低くする意図の下で締結されたもので

あり、実務上、人身取引に関連する疑いの

ある事件は、性的苦役に該当する要件が発

覚したか否かにかかわらず、直ちに連邦警

察に捜査のために移送されることとなっ

た。

DIMIAの担当官は、移送前に事実を立

証し、法的に有効なものとするための捜査

をより徹底するようになったといわれてい

る。2003年６月から行われたシドニー及び

メルボルンでの人身取引事件の摘発は、

DIMIA、連邦警察そして地方の警察による

密接な連携が功を奏した実例とされてい

る。

② 連邦警察とACCの連携協力

連邦警察は、ACCの役員会（Board）の

議長を務め、また、実務では、情報収集及

び捜査で協力しており、共同して人身取引

を含む国内の重要犯罪に関する情報の収

集、分析、提供の改善、評価の協働作業の

ために働いている。

③ 政府機関間委員会

人身取引犯の訴追件数の増加、被害者支

援策の改善を目標として、「2002年オースト

ラリア犯罪コミッション法」に基づき、

ACCの監督機関の一つとして、人身取引関

係機関で構成する「政府機関間委員会

（Inter-Governmental Committee）」が設

立されて
(注20)

いる。

Ⅲ 国際的取組み

１ 国際条約

⑴ 国際犯罪条約及び同条約を補足する「人身
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取引議定書」

オーストラリア連邦政府は、2000年12月13

日、国際犯罪条約に署名し、さらに2002年12

月11日、同条約を補足する「人身取引議定書」

に署名した。オーストラリア外務相は、人身

取引議定書に署名後、司法関税相及び移民及

び多文化先住民問題相と共同で行った報道発

表で、すでに刑法典を改正し、人身取引に関

わる強力な規制を可能にする法整備を行って

いるオーストラリアがこの議定書に署名した

意義について言及した。それによれば、この

議定書は、人身取引に対する国際的な規範を

強化し、この犯罪と闘う諸国家間の協力を強

化する基盤を提供するものであり、これに署

名することは、地域協力及び国際協力による

一連の施策を通じて人身取引と闘うという政

府の戦略の一部である、というものである。

前述のとおり、2003年10月発表の「人身取

引根絶オーストラリア連邦行動計画」では、

国内法の整備を進め、この議定書を批准する

ことを目標として掲げている。

⑵ 人身取引に関連するその他の国際条約

① 批准したもの

・ 強制労働の廃止に関する ILO条約第105

号

・ 奴隷制、奴隷取引並びに奴隷制に類する

制度及び慣行の廃止に関する国際条約

② 未批准のもの

・ 最悪の形態の児童労働の撤廃に関する

ILO条約第182号

・ 児童の人身売買、児童売春及び児童ポル

ノに関する児童の権利条約

・ 移民労働者及びその家族の権利の保護に

関する国際条約

２ アジア太平洋地域における人身取引取締各

国間協力の主導

オーストラリアは、2002年２月、インドネシ

アと共に議長国となり、インドネシアのバリ島

で、密入国・人身取引及び関連の国際犯罪に関

する地域閣僚会議（いわゆる「バリ会議」）を開

催し、人身取引取締に関わる地域協働事業の立

上げを主導した。このときに立ち上げられた協

働事業は、2004年２月現在、進行中である。そ

の後、2003年４月には第２回会議を開催し、当

面の協力体制について関係各国の合意をとりつ

け、アジア太平洋諸国間における協働事業の推

進に中心的役割を果たしてきて
(注21)

いる。

３ 人身取引関連の対外援助

オーストラリア連邦政府は、アジア及び太平

洋地域、アフリカ諸国など低開発国に対して、

オーストラリア国際開発庁（the Australian
 

Agency for International Development：
(注22)

AusAID）が一連の援助政策を行っているが、人

身取引についても、この政策の一環として、以

下のような関連の援助活動を展開して
(注23)

いる。

⑴ 法制及び司法に関する援助

2002-2003年度における法制及び司法に関

する援助プログラムのために、3450万ドルが

支出された。メコン地域における劣悪な状況

にある移民の女性及び児童のための国境を越

える帰還システム及び援助の仕組みの構築

は、そのプログラムの一つの目標であったが、

その成果は、661人の人身取引犠牲者が祖国へ

帰り、そこで再び家族と一緒になるという形

で現れている。

⑵ 性差別解消に関する援助

2002-2003年度における性差別解消プログ

ラムは、教育訓練、コミュニティの発展、保

健・栄養摂取、雇用確保、紛争防止及び平和

建設などに焦点を定めた性差別解消政策を含

むものであり、これに６億4280万ドルが支出

された。このプログラムの一つの重点項目と

して、東南アジア及び中国における女性及び

児童の人身取引対策が実施された。
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⑶ 対東アジア地域援助

望ましい統治の強化、地域通商の促進、経

済的一体性の向上などを主たる目標とした東

アジアの地域プログラムのために、2002-2003

年度には、2090万ドルが計上された。このプ

ログラムでは、国境を越えて対策を展開させ

る必要のある問題として、HIV/AIDSや

SARSと並んで、人身取引も取り上げられ

た。このプログラムの成果として、国際移住

機関（IOM）を介して260人の人身取引被害者

の祖国帰還が実現した。

2003-2004年度からは、さらに、850万ドル

の資金によりアジア地域人身取引防止協力事

業（Asia Regional Cooperation to Prevent
 

People Trafficking）が計画され、2003年４

月から、タイ、ミャンマー、ラオス、カンボ

ジアの各国を対象として事業の具体化が進め

られている。この事業の最大の目標は、刑事

司法制度による対応の拡充強化、刑事司法制

度と被害者援護機関の関係の構築にある。国

ごとの具体的事業は、タイ及びカンボジアを

例としてみるならば、以下のようなものであ

る。

① タイとの協力事業

2003年１月17日、オースラリア連邦政府

とタイ政府は、地域における人身取引取締

協力の覚書に署名した。

この覚書は、２国間の通関協力の促進に

関する３年計画の事業である。最初の目標

は、それぞれの国内警察に人身取引取締専

門官による組織を創設することにある。ま

た、この覚書には、被害者援護団体と刑事

司法制度との間の関係を後援する計画も含

まれる。

この事業の一環として、オーストラリア

連邦政府は、人身取引被害者に対する新た

なビザを創設（後述）し、前記の移民監視

高等官（Senior Migration Officer（Com-

pliance））をタイの首都バンコクに駐在さ

せることとされている。

② カンボジアとの協力事業

2003年12月18日、人身取引対策のための

カンボジアに対するオーストラリアの実質

的援助についてのオーストラリア連邦政府

とカンボジア政府との協定が調印された。

協定の柱は次のようなものである。

・人身取引取締のための刑事司法手続の整

備

・人身取引対応機関の専門官の養成

・協働・援護サービス

・事業の管理運営

司法関税相は、この協定に調印した際、同

協定のもう一つの柱として、人身取引の訴追

及び被害者保護を担当するカンボジアの担当

職員を育成することを挙げて
(注24)

いる。

⑷ 対中国援助

AusAIDによる2002-2003年度対中国援助

は、4250万ドル（オーストラリア連邦政府全

体による援助総額は、5670万ドル）に達する。

このプログラムにより、全国及び地方レベル

の統治の改善に対する支援並びに保健、環境、

農業、教育及び給水に焦点を定めた積極的介

入による貧困対策支援が継続して実施され

た。その中の重要施策として、女性及び児童

の人身取引を防止するための教育訓練の実施

及び戦略の促進、人身取引撲滅に取り組む地

方の女性グループの能力強化などの措置が講

じられた。

(注)

⑴ Minister for Foreign Affairs Alexander Downer

“Australian Initiative to Combat People Traf-

ficking”Speech for the annual ASEAN Regional
 

Forum meeting  in Cambodia, 19 June

2003（AusAID Media Release＜http://www.

ausaid.gov.au＞last access2004.2.25）
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⑵ この年次報告書（AFP Annual Report）は、「1979

年オーストラリア連邦警察法（Australian Federal
 

Police Act1979）」第67条の規定により、首相及び内

閣から示されるガイドラインに従い作成される、年

度（７月１日から翌年の６月30日までの１年間をい

う）ごとの連邦警察の活動についての報告書であり、

毎年10月中に司法税関相（Ministry of Justice and
 

Customs）に提出される。同報告書2002-2003年度

（2002年７月１日～2003年６月30日）版は、本稿執筆

時に参照することができた最新版である。参考文

献：AFP Annual Report 2002-2003

⑶ 後掲注⑻「1999年刑法典改正（奴隷的処遇及び性的

苦役）法」により改正された後の「1995年刑法典」第

８章第270節の規定を示す。

⑷ 参考文献 DIMIA MacMahonでは、1999年の刑法

典法改正以降、DIMIAは、人身取引容疑事件として

34件（被害者66人）を連邦警察に移送した。

⑸ この項は、オーストラリア外務省のWebサイトに

搭載されている同省「報道発表」に依拠している。

⑹ 1999年法律第104号。1999年８月24日国王裁可、

1999年９月21日施行。本稿の後に掲載する翻訳を参

照。

⑺ 国連の人身取引議定書（Protocol to Prevent,

Suppress and Punish Trafficking in Persons,espe-

cially Women and Children,adopted by resolution
 

A/RES/55/25of the UN General Assembly on 15

November2000）をいう。

⑻ 前掲注⑹参照。

⑼ 参考文献ACI･Tailby,Rebecca 2001

⑽ ibid.,p.2

ibid.

参考文献AGD・Fairbrother,Richard.2003

1994年法律第105号。正式題名は、「1914年犯罪法を

改正するため及び関連の目的のための法律」。1994年

７月５日国王裁可、同日施行。

「2003年出入国管理改正令（Migration Amend-

ment Regulations2003）」第10号（2003年規則第362

号）の規定に基づく。

「2003年出入国管理改正令（Migration Amend-

ment Regulations2003）」第11号（2003年規則第363

号）の規定に基づく。

ACCは、「2002年オーストラリア犯罪コミッショ

ン法（Australian Crime Commission Act 2002）」

（2003年１月１日施行）に基づき、それまであった

「連邦刑事諜報局（Australian Bureau of Criminal
 

Intelligence）」（1981年創立；法執行のための全国的

な犯罪諜報サービスを提供する）、「国家犯罪局

（National Crime Authority）」（1984年創設；全国

規模の組織犯罪に対する効果的な対抗策をつくる）

及び「戦略的犯罪評価局（Office of Strategic Crime
 

Assesment）」（1994年創設；緊急の犯罪問題につい

て戦略的な諜報についての助言を提供する）を再編

統合して設立された。

［監督機関］

その権限の適正な行使を保障し、その行動につい

て全般的な監視を行い、指揮をするために、次の3つ

の機関が置かれている。

①政府機関間委員会（Inter-Governmental Commit-

tee:IGC）

連邦、州及び連邦直轄地の警察・司法機関の長に

より構成される委員会であり、ACC及びACC役

員会（Board）の事務を監視し、広範な指示を行う

こと、ACCの年報等の主要な業績報告を受理し、

それぞれの政府機関に送付すること、特別な権限

を行使するACC役員会の権限を監督すること、を

任務とする。

②連邦議会両院合同委員会（Parliamentary Joint
 

Committee）

連邦議会の上下両院の議員により構成される委

員会であり、同委員会の機能に従い、かつ、犯罪の

傾向及び変化に関連して、ACCの活動を監視し、

審議すること、年次報告を審査すること、両院に報

告すること、を任務とする。

③ACC役員会（Board）

13名の議決権を有する役員（州及び連邦直轄地

の警察長官８名、連邦警察長官、オーストラリア安
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全保障情報局（Australian Security Intelligence
 

Organisation）局長（Director General of Secu-

rity），オーストラリア証券投資委員会（Australian
 

Securities and Investments Commission）委員

長、オーストラリア関税局（Australian Customs
 

Service）局長（Chief Executive Officer）、法務

総裁府長官（Secretary of the Department）及び

議決権を有しないACCの長で構成される。同役員

会の議長は、連邦警察長官である。

その所掌事務は、全国犯罪諜報の優先事項の決

定、ACCに対する戦略的監督の用意及びACCの

優先事項の決定、ACCが行う諜報活動実施の許可

又は連邦に関係する犯罪に関連した事項の捜査、

タスク・フォースの設置、役員会にACCから提供

された戦略的犯罪諜報評価の法執行機関に対する

配布、政府機関間委員会（IGC）へのACCの実績

に関する報告

［任務］ACC本体の任務は、次のとおりである。

・ 犯罪情報の収集、関連付け、分析及び提供並び

に、それらの情報の全国データベースの維持管理

・ 役員会の承認を得た諜報活動

・ 役員会の承認を得た連邦が関係する犯罪に関す

る問題の捜査

・ 役員会の承認を得て行った諜報活動又は捜査の

結果に関する役員会への報告

・ 戦略的犯罪諜報評価及びその他の犯罪情報及び

犯罪諜報についての役員会への報告

・ 国の犯罪諜報優先事項に関する委員会への助言

国際性犯罪班とは、2002年２月、児童買春旅行、奴

隷的処遇、性的苦役を含む国境を越えた性犯罪に関

連して目標の展開、捜査活動の調整、関連の他機関と

の連携のために創設された特別捜査隊であり、本部

を「国際犯罪調整センター」に置いて、他の部署との

横断的な対応及び情報共有を図りつつ、その特別な

任務を遂行してきた。

この評議会は、オーストラリアの連邦、州及び連邦

直轄地並びにニュージーランドの警察を所管する閣

僚で構成される。法執行の諸問題に対する全国的な

対応についての調整を向上促進し、警察関連資源の

効率的活用を最大限に高めることを目的として、

1980年に創設された。1986年５月、組織犯罪に対する

全国的な取締のための調整、その目的を達成するた

めの共同行動を含めた任務の拡充を行った。最近で

は、DNA法、全国性犯罪者登録制度、銃器規制など

を含め、さらにその議題の範囲を拡大してきている。

2003年７月３日、この計画についての司法関税相

の提案に基づき、同年７月２日の会議で、性的苦役の

ための人身取引について、協力して取り組むことが

決定され、司法関税相の声明として発表された。

前掲注 参照

Regional Ministerial Conference on People-

Smuggling, Trafficking in Persons and Related
 

Transnational Crime in Bali.2003年４月28日から同

30日まで開かれた第２回会議には、アジア太平洋地

域32か国のうち28か国の閣僚、国連難民高等弁務官、

国際移住機関（IOM）の代表及びその他の13の国際組

織並びに14のオブザーバー国の代表が参加した。

この会議では、密入国及び人身取引の刑事罰を内

容とするモデル立法の立案（オーストラリア及び中

国による）、法執行機関間協力の強化及び情報交換を

促進するための仕組み（webサイトを含む）について

の専門委員会による検討の具体的成果が報告され

た。そして同専門委員会による、公衆の意識向上、被

害者の帰国問題、立法措置、法執行、国境警備並びに

身元確認方法及び書類審査手続の改善などを内容と

する今後の活動計画が提案され、了承された。さら

に、今後は、これらの活動計画の進捗状況を審理し、

共同議長国であるオーストラリアとインドネシアに

報告をするための会議は、年１回招集すること、閣僚

会議（全体会）は、２年から３年に１回は開催するこ

とが満場一致で承認された。

AusAIDについては、同機関のWebサイト＜

http://www.ausaid.gov.au＞を参照。同サイトで閲

覧できる年次報告書（AusAID Annual Report）は、

同機関の具体的な活動状況を知る上で、特に有益で

ある。
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Australia’s Overseas Aid Program 2003-04,

Statement by the Honourable Alexander Downer
 

MP,Minister for Foreign Affairs,13May2003

＜http://www.ausaid.gov.au/budget03/budget

20032004.html＞（last access2004.2.25）を参照。

カンボジアでは、オーストラリアの援助を受けて

行う人身取引対策の事業は、事務局を司法省に置き、

裁判所、内務省人身取引対策青少年保護局及び非政

府組織との緊密な連携の下で実施されることとされ

ている。

［主な参考文献・Webサイト（機関・組織別）］

＊Attorney-General’s Department

・Model Criminal Code Officers Committee of the
 

Standing Committee of Attorneys-General“Model
 

Criminal Code, Chapter 9, Offences against
 

Humanity, Slavery, Report”Nov.1998［後掲の

Australian Institute of CriminologyのWebサイト

から入手。last access2004.2.25］

・Fairbrother, Richard（Principal Legal Officer,

International Crime Branch）“Submission to Par-

liamentary Joint Committee Inquiry into ACC’s
 

response to Trafficking in Persons”Submission
 

No.36, 22Oct. 2003［後掲の Parliamentary Joint
 

Committee on the Australian Crime Commission

のWebサイトから入手。last access2004.2.25］

＊Australian Crime Commission

・Milroy,Alastair（Chief Executive Officer）“Submis-

sion by the ACC to the Inquiry by the PJC ACC to
 

Examine Australian Crime Commission’s
 

Response to Trafficking in Women for Sexual
 

Servitude”Submission No.29, Received 29 Sep.

2003［後掲の Parliamentary Joint Committee on
 

the Australian Crime Commissionのwebサイトか

ら入手。last access2004.2.25］

＊Australia Federal Police

＜http://www.afp.gov.au＞

・AFP Annual Report 2002-2003, Oct.2003（last

 

access2004.2.25）

・Keelty,MJ（Commissioner）“Parliamentary Joint
 

Committee on the Australian Crime Commission,

Inquiry：Trafficking in Women―Sexual Servi-

tude Submitted by the Australian Federal Police”

Submission No.37, Received 30 Oct. 2003（last
 

access2004.2.25）

＊Australian Institute of Criminology

＜http://www.aic.gov.au＞

・David,Fional“Human smuggling and trafficking：

an overview of response at the federal level”

Australian Institute of Criminology Research and
 

Public Policy series No.24, 2000（last access

2004.2.25）

・David,Fional“People smuggling in global perspec-

tive”paper presented at the Transnational Crime
 

Conference convened by Australian Institute of
 

Criminology in association with the Australian
 

Federal Police and Australian Customs Service
 

and held in Canberra 9-10Mar.2000（last access

2004.2.25）

・Tailby, Rebecca“Organised crime and people
 

smuggling/trafficking to Australia”Trends &

issues in Crime and Criminal Justice series No.208,

May2001（last access2004.2.25）

・Tailby, Rebecca“People Smuggling：An Aus-

tralian Perspective”paper presented at Australian
 

Federal Police College,Canberra,Management of
 

Serious Crime course,28June.2000（last access

2004.2.25）

＊ Department of Immigration and Multicultural and
 

Indigenous Affairs

＜http://www.dimia.gov.au＞

・McMahon,Vincent（Executive Coordinator,Bor-

der Control and Compliance Division）“Submission
 

to the Parliamentary Joint Committee on the
 

Australian Crime Commission by the Department
 

of Immigration and Multicultural and Indigenous
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Affairs”Submission No.38, Received 31 Oct.

2003（last access2004.2.25）

＊Minister for Foreign Affairs

＜http://www.foreignminister.gov.au＞

・Media Releases

＊ Parliamentary Joint Committee on the Australian
 

Crime Commission

＜http://www.aph.gov.au/Senate/committee＞

・同委員会における「性的苦役のための女性の人身取

引」問題の審議のために、事前に提出された各界から

の意見＜http://www. aph.gov.au/Senate/commit-

tee/acc ctte/sexual servitude/submission＞（last
 

access2004.2.25）

・Reference：Trafficking in Women for Sexual
 

Servitude,Proof Committee Hansard,Joint Com-

mittee on the Australian Crime Commision,Tues-

day,18November2003［proof copy］＜http://www.

ahp.gov.au/hansard＞（last access2004.2.25）

（つちやけいじ・専門調査員）
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［オーストラリア連邦］1999年刑法典改正（奴隷的処遇及び性的苦役）法

Criminal Code Amendment（Slavery and Sexual Servitude）Act 1999

［No.104,1999,Assented to24August 1999］
土屋 恵司 訳

1995年刑法典法の改正及び関連の目的のための

法律［1999年8月24日国王裁可］

オーストラリア連邦議会は、以下のとおり制

定する。

第１条 略称

この法律は、「1999年刑法典改正（奴隷的処遇

及び性的苦役）法（the Criminal Code Amend-

ment（Slavery and Sexual Servitude）Act

1999）」として引用することができる。

第２条 施行日

この法律は、国王裁可を得た日の28日後に施

行する。

第３条 別表

この法律の別表（Schedule）に明記する各法

律は、関連の別表中の該当する項目（items）に

定めるところに従い改正し、又は廃止し、この

法律の別表中の他の項目は、その文言に従い効

力を生ずる。

別表１―1995年刑法典法

項目１ 刑法典における辞書の前

次の規定を加える。

「第８章―人間性に対する侵害

第270節―奴隷的処遇、性的苦役及び求人詐欺

第270.1条 「奴隷的処遇」の定義

この節の目的のために、「奴隷的処遇（slav-

ery）」とは、所有権に付随する権限のいずれか

若しくはその全部の行使が及ぶ人の状態をい

い、この種の状態が当該の者による債務又は契

約の結果として生じる場合を含む。

第270.2条 奴隷的処遇は違法とする。

奴隷的処遇は、「1999年刑法典改正（奴隷的処

遇及び性的苦役）法」による奴隷的処遇に関連

する帝国諸法（Imperial Acts）の廃止にもかか

わらず、依然として違法のままとし、その廃止

は維持される。

第270.3条 奴隷的処遇違犯

⑴ 以下に掲げるいずれかのことを故意にする

者は、オーストラリア国内にいると、国外に

いるとを問わず、違犯の廉で有罪とする。

⒜ 奴隷を所有し、又は所有権に付随するそ

の他の権限のいずれかを奴隷に対し行使す

ること。

⒝ 奴隷取引に関与すること。

⒞ 奴隷に関わる商取引を行なうこと。

⒟ 次に掲げるいずれかのことについて監督

若しくは指揮をし、又はそのことのための

資金を提供すること。

ⅰ 奴隷取引の行為

ⅱ 奴隷に関わる商取引

罰則：25年の拘禁

⑵ 以下に掲げることをする者は、違犯の廉で

有罪とする。

⒜ オーストラリア国内国外を問わず、次に

掲げるいずれかのこと。

ⅰ 奴隷に関わる商取引を行なうこと。

ⅱ 奴隷に関わる商取引について監督若し
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く指揮を行ない、又はそのことのための

資金を提供すること。

ⅲ 奴隷取引の行為について監督若しくは

指揮を行ない、又はそのことのための資

金を提供すること。

⒝ 奴隷、奴隷的処遇又は奴隷取引に関わる

取引又は行為か否かに関し、全く注意を怠

ること。

罰則：17年の拘禁

⑶ この条において、「奴隷取引（slavetrad-

ing）」は、次のことを含む。

⒜ 人を奴隷的処遇に陥らせる意図をもって

する人の捕獲、輸送又は処分

⒝ 奴隷の購入又は売却

⑷ 奴隷的処遇からの人の解放を保証する意図

をもってする行為に関与する者は、この条に

対する違犯の廉では有罪とされない。

⑸ 被告は、⑷項で言及された事項を証明する

法的責任を負う。

第270.4条 「性的苦役」の定義

⑴ この節の目的のために、「性的苦役（sexual
 

servitude）」とは、性的サービスを提供し、暴

行又は脅迫をされたために、次に掲げる状態

にある者の状況をいう。

⒜ 性的サービスを提供することを止める自

由がない。

⒝ 当該の者が性的サービスを提供する場所

又は区域を離れる自由がない。

⑵ この条において、以下の各号に掲げる用語

は、当該各号に定める意味を有する。

「性的サービス（sexual service）」とは、他

人の性的満足のためにサービスを提供する者

の身体の商業的使用又は陳列をいう。

「脅迫（threat）」とは、次に掲げるいずれか

のことをいう。

⒜ 暴行を加えるという脅迫

⒝ 人を国外追放させるという脅迫

⒞ 人による性的サービスの提供と連結した

暴行又は国外追放の脅迫について納得の行

く根拠がないときには、その他の不利益な

行為を行うという脅迫

第270.5条 裁判管轄の要件

以下に掲げるいずれかの場合に限り、第270.6

条又は第270.7条の規定に対する違犯があった

ものとする。

⒜ 次に掲げる規定のすべてが適用されると

き。

ⅰ 当該の者がオーストラリアの国民、

オーストラリアの在留者、オーストラリ

ア連邦の法律又は州若しくは準州の法律

により、又はその下で設立された法人、

又は主としてオーストラリアにおいて活

動を行なうその他の法人であるとき。

ⅱ 違犯を構成する行為がオーストラリア

国外で実行されるとき。

ⅲ 違犯容疑が関連する性的サービスが

オーストラリア国外で提供され、又は提

供されることとなっているとき。

⒝ 次に掲げる両規定に該当するとき。

ⅰ 違犯容疑を構成する行為が、何らかの

程度で、オーストラリア国外で実行され

るとき。

ⅱ 違犯容疑が関連する性的サービスが、

何らかの程度で、オーストラリア国内で

提供され、又は提供されることとなって

いるとき。

⒞ 次に掲げる両規定に該当するとき。

ⅰ 違犯容疑を構成する行為が、何らかの

程度で、オーストラリア国内で実行され

るとき。

ⅱ 違犯容疑が関連する性的サービスが、

何らかの程度で、オーストラリア国外で

提供され、又は提供されることとなって

いるとき。
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第270.6条 性的苦役違犯

⑴ 次に掲げる者は、違犯の廉で有罪とする。

⒜ その行為が、他の者が性的苦役に陥り、

又は依然としてその状況に留まる原因とな

る者

⒝ 当該の性的苦役の原因となることを意図

し、又はその原因となることを意に介さな

い者

罰則：

⒞ 加重犯の場合（第270.8条参照）―19年の

拘禁

⒟ その他の場合―15年の拘禁

⑵ 次に掲げる者は、違犯の廉で有罪とする。

⒜ 他人の性的苦役に関与する業務を行う者

⒝ 性的苦役について知り、又はそのことに

ついて意に介さない者

罰則：

⒞ 加重犯の場合（第270.8条参照）―19年の

拘禁

⒟ その他の場合―15年の拘禁

⑶ この条において、「業務を行なうこと（con-

ducting a business）」は、次のことを含む。

⒜ 当該の業務の運営に参加すること。

⒝ 当該の業務の監督又は指揮を行なうこ

と。

⒞ 当該の業務のために資金を提供するこ

と。

第270.7条 性的サービスのための求人詐欺

⑴ 性的サービスを提供するための雇用に他人

を勧誘する意図をもって、その雇用が性的

サービスの提供に関与するという事実につい

て当該の他人を欺いた者は、違犯の廉で有罪

とする。

罰則：

⒜ 加重犯の場合（第270.8条参照）―９年の

拘禁

⒝ その他の場合―７年の拘禁

⑵ この条において、「性的サービス（sexual
 

service）」とは、他人の性的満足のためのサー

ビスを提供する者の身体の商業的使用又は陳

列をいう。

第270.8条 加重犯

⑴ この節の目的のために、第270.6条又は第

270.7条の規定に対する違犯は、当該の違犯が

18歳未満の者に対して行なわれたときは、「加

重犯（aggravated offence）」とする。

⑵ 検察官が加重犯を立証しようとするとき

は、起訴内容で当該違犯が当該年齢に達しな

い者に対して行われたことを主張しなければ

ならない。

⑶ 加重犯を立証するために、検察官は、当該

被告が当該年齢に達しない者に対する違犯を

行うことを意図し、又はそれを行うことにつ

いて意に介さなかったことを立証しなければ

ならない。

第270.9条 加重犯が立証されなかった場合に

代わりに行われる評決

第207.6条又は第207.7条の規定に対する加重

犯の審理において、陪審員が当該の被告は加重

犯の廉で有罪であるとの確信を得ていないが、

同被告は当該の条の規定に対する違犯の廉で有

罪であるという別の確信を得たときは、当該被

告が加重犯の廉で有罪であるのではなく、当該

の条の規定に対する違犯の廉で有罪であると判

断されることができる。

第270.10条 不要とされる国籍要件

この節の規定に対する違犯（第270.5条⒜号の

規定が適用される違犯を除く。）が行なわれたか

否かを判断するに当たり、当該の者がオースト

ラリア国民であるか、オーストラリア在留者で

あるか否かは問題としない。
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第270.11条 必要とされる法務総裁の承認

⑴ この節の規定に対する違犯の訴訟手続は、

以下に掲げる場合には、法務総裁の書面によ

る承認がなければ開始してはならない。

⒜ 違犯容疑を構成する行為が、何らかの程

度で、オーストラリア国外で実行されると

き。

⒝ 当該の違犯を行った容疑のある者が、次

のいずれかの者ではないとき。

ⅰ オーストラリア国民

ⅱ オーストラリア在留者

ⅲ オーストラリア連邦の法律又は州若し

くは準州の法律により、又はその下で、

設立された法人

ⅳ 主としてオーストラリアにおいて活動

を行うその他の法人

⑵ ただし、この節の規定に対する違犯と連結

して、必要とされる承認が与えられる前に、

人を逮捕し、起訴し、再拘留し、又は保釈す

ることができる。

第270.12条 排除されないその他の法律

この節は、オーストラリア連邦のその他の法

律又は州若しくは準州の法律の運用を排除し、

又は制限する意図を有していない。

第270.13条 二重の危険

人がオーストラリア国外の地域において、何

らかの行為に関する当該の地域の法律の規定に

対する違犯について有罪を宣告され、又は無罪

とされたときは、当該の者は、当該の行為に関

するこの節の規定に対する違犯について、有罪

を宣告されることはない。

第270.14条 域外の連邦直轄地

この節において、「オーストラリア（Aus-

tralia）」は、地理上の意味において使用すると

きは、域外の連邦直轄地（Territories）を含む。」

項目２ 刑法典における辞書

次の規定を加える。

「「性的苦役（sexual servitude）」は、第270.4

条の規定により付与された意味を有する。」

項目３ 刑法典における辞書

次の規定を加える。

「「奴隷的処遇（slavery）」は、第270.1条の規定

により付与された意味を有する。」

別表２―帝国
(注)

諸法の廃止

［省略］

(注)

ここに掲げられている帝国諸法（Imperial Acts）は、

1999年に奴隷処遇及び性的苦役に関する規定を新たに

設ける刑法典の改正が行なわれるまで、オーストラリ

ア連邦に適用された人身取引取締関連法令である。そ

のうち1824年奴隷取引法（Slave Trade Act）は、それ

らの法令のうちの中核となるものである。同法第10条

及び第11条の規定は、当時の典型的な奴隷取引の取

締・処罰の態様についての考え方が窺えるものである。

以下に同規定の要旨を掲げる。

第10条 以下に掲げる行為をした者を、14年の流刑

又は３年以上５年以下の重労働を伴う拘禁刑に処

する。

・ 奴隷又は奴隷として取り扱うことを意図して

人を取り扱い、又は売買すること。

・ 奴隷又は奴隷として取り扱われる人を運送

し、又は輸入すること。

・ 奴隷又は奴隷として取り扱われる人を、運送

又は輸入の目的で、船に載せ、又は船内に監禁す

ること。

・ これらの目的を達成するために、船に必要品

を用意し、乗員を乗り込ませ、装備を整え、又は

船を貸し出すこと。

・ これらのことを行う契約をすること。

・ 事情を知りながら、これらの目的又は契約の
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ために、金銭若しくは物品を貸し出し、又は前渡

しすること、又はその保証人となること、又はこ

れらのことを行う契約をすること。

・ 事情を知りながら、これらの目的又は契約を

遂行するために雇用される代理人の債務保証人

となり、若しくは遂行のために雇用され、又はこ

れらの目的若しくは契約のために共同事業者若

しくは代理人として関与すること、又はこれら

のことを行なう契約をすること。

・ 事情を知りながら、これらの目的又は契約を

遂行するために使用される物品を船に載せるこ

と、又はこれらのことを行う契約をすること。

・ これらの目的又は契約を遂行するために利用

され、若しくは利用が意図されていることを知

りながら、乗船して、艦長、船長、航海士、船医

又は積み荷監督人として活動すること。

・ 事情を知りながら、これらの目的又は契約を

遂行するために使用される奴隷若しくは財産に

保険をかけること、又はそれらのことを行う契

約をすること。

・ 詐欺によりこの法律に基づく証明書又は文書

を偽造し、又は詐取する意図をもってこれらの

偽造文書を交付すること。

・ これらの犯罪を勧め、助言し、幇助し、又は教

唆すること。

第11条 所有する船が第10条の規定に掲げる目的又

は契約を遂行するに当たり使用され、又は使用を

意図されていることを知りながら下士官（petty
 

officer）、船員（seaman）、海兵（marine）若しく

は召使として働き、又は働くことを契約した者（及

びこれらの行為を勧め、助言し、幇助し、又は教唆

した者）は、軽罪（misdemeanour：［注］財産の

没収を伴うか否かで felonyと区別されていたが、

1967年刑事法でその区別が廃止された）の罪を問

われ、最高２年の拘禁刑に処せられる．

（つちやけいじ・専門調査員）
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［ニュージーランド］1961年刑法における奴隷取引処罰規定その他
［2001年刑法改正法による改正後の規定］

Crimes Act1961

Part５―Crimes Against Public Order，

Section 98（Dealing in slaves）et seq.,

As Amended by Crimes Amendment Act 2001［Royal assent April3，2001］

土屋 恵司訳

第５章―公共の秩序に対する犯罪

第98条 奴隷取引

⑴ ニュージーランドの国外国内いずれにおい

ても、以下のことを行った者はすべて、14年

以下の拘禁刑に処する。

⒜ 人を奴隷として売り、買い、移送し、交

換し、貸し、雇い、又は、どのような方法

であれ、取り引きすること。

⒝ 人を奴隷として使役し、若しくは利用し、

又は、人が奴隷として使役され、若しくは

利用されることを容認すること。

⒞ どのような場所にであれ、人を奴隷とし

て、若しくは人が奴隷として取り引きされ

るように、留置し、閉じ込め、監禁し、投

獄し、運び去り、移動させ、受け取り、運

搬し、輸入し、又は連行すること。

⒟ 人に対して、その者自身又はその者に扶

養され、若しくはその者に預けられている

人を、奴隷として、売り、貸し、若しくは

与えるように勧誘すること。

⒠ 前号の規定に該当しない場合において、

他の者を売り、貸し、又は与えて、債務奴

隷（debt-bondage）若しくは農奴（serfdom）

の状態に置くよう人を勧誘する
(注１)

こと。

⒡ ⒜号から前号までの規定の目的のため

に、船舶若しくは航空機を建造し、艤装し

（fit out）、売り、買い、移送し、貸し、雇

い、利用し、人員を提供し、操縦し、又は

乗り組む（serve on board）
(注２)

こと。

⒢ 利得又は報酬を求めて、女性を、その同

意を得ることなく、他人に与えて結婚させ、

又は他人に引き渡すこと。

⒣ 夫が死亡したときに、その妻を人に継承

させる関係者となること。

⒤ 18歳未満の児童の親又は保護者である場

合に、その児童又はその児童の労働を搾取

させる意図を持って、その児童を他人に引

き渡すこと。

⒥ この項に規定する行為をすることを承諾

し、又は申し出ること。

⑵ この条の目的のために、次に掲げる用語の

意味は、当該の規定に定めるところによる。

「債務奴隷（Debt－bondage）」とは、債務

の保証としての借主の人的役務又はその者の

支配下にある者の人的役務の価値が、合理的

に評価されたところに従い、その債務の弁済

に充てられるのでない場合、又はその人的役

務の期間及び性格が明示されていない場合

に、借主によるそれらの役務の誓約から生じ

る地位又は状態をいう。

「農奴（Serfdom）」とは、法律、慣習又は

取決めにより、他人に所属する土地における

生活及び労働、並びに報酬の有無にかかわら

ず、その他人にある一定の役務を提供するこ

とを義務づけられ、かつ、その地位又は状態

を変える自由がない借地人の地位又は状態を

いう。

「奴隷（slave）」は、限定が無く、債務奴隷

又は農奴の状態に服従する者を
(注３)

含む。
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第98Ａ条 組織犯罪集団への
(注４)

参加

⑴ 組織犯罪集団に、その集団が組織犯罪集団

であることを知りながら、次のいずれかの条

件の下で、参加した者は（正規の一員である

か、それに準じる者であるか、又は一員にな

る予定の者かを問わず）、５年以下の拘禁刑に

処する。

⒜ その者の参加が、犯罪行為の発生に寄与

すると知っていた場合

⒝ その者の参加が犯罪行為の発生に寄与す

るか否かについて全く注意を払わなかった

場合

⑵ この法律の目的のために、３人以上の集団

であって、それらの者が、次に掲げるような

目的を持つ場合の集団は、組織犯罪集団とす

る。

⒜ ４年以上の拘禁刑に処せられる犯罪の実

行により実質的利益を
(注５)

得ること。

⒝ ニュージーランド国内で生じた場合には

４年以上の拘禁刑に処せられる犯罪の実行

を構成することになる行為をニュージーラ

ンド国外で行ない実質的利益を得ること。

⒞ 10年以上の拘禁刑に処せられる重大な暴

力犯罪（第312Ａ条⑴項における意味の範囲

内のものをいう。）を実行すること。

⒟ ニュージーランド国内で生じた場合には

10年以上の拘禁刑に処せられる重大な暴力

犯罪（第312Ａ条⑴項における意味の範囲内

のものをいう。）の実行を構成することとな

る行為をニュージーランド国外で行うこ

と。

⑶ 人の集団は、次の規定に該当するか否かに

かかわらず、この法律の目的のために、組織

犯罪集団とされる可能性を有する。

⒜ 集団のうちのある者が、他人の部下又は

被用者であること。

⒝ 特定の時点における当該組織の関与者の

うちの一部の者のみが、その時点において、

特定の行為、活動又は取引きの計画、手配

又は実行に関与しているにすぎないこと。

⒞ その組織の構成員が時間によって変化し

ていること。

第98Ｂ条 第98Ｃ条から第98Ｆ条までの規定に

おいて使用される用語

第98Ｃ条から第98Ｆ条までの規定において、

以下に掲げる用語の意味は、規定の文脈による

別段の条件がない限り、当該各項に定めるとこ

ろによる。

「人に対する強制行為（act  of coercion
 

against the person）」は、次に掲げる行為を含

む。

⒜ 当該の者を誘拐すること。

⒝ 当該の者に関して暴力を行使すること。

⒞ 当該の者に危害を加えること。

⒟ 当該の者又はその他の者に関する暴力の

行使又はそれらの者に対する加害をもって

（あからさまに又はほのめかすことによ

り）当該の者を脅迫すること。

「欺もう行為（act of deception）」は、詐欺

的な行為を含む。

「不法移民をある国に連行するために手配す

る（arranges for an unauthorised migrant to
 

be brought to a state）」は、次に掲げる行為

を含む。

⒜ ある国への連行を組織し、又は斡旋する

こと。

⒝ ある国への連行の募集をすること。

⒞ ある国へ搬送すること。

「不法移民がある国に入国するために手配す

る（arranges for an unauthorised migrant to
 

enter a state）」は、次に掲げる行為を含む。

⒜ ある国への入国を組織し、又は斡旋する

こと。

⒝ ある国への入国の募集をすること。

⒞ ある国へ搬送すること。
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「書類（document）」は、次に掲げるもの又

はそれにすることを目的としたものを含む。

⒜ 書類に添付されるもの

⒝ 書類に押印されるもの又はその他の方法

で署名されるもの

あることをすることとの関連において「実質

的利益のため（for a material benefit）」とは、

次に掲げることをいう。

⒜ 実質的利益を得た後にそのことをするこ

と。

⒝ 実質的利益を得ることを意図してそのこ

とをすること。

「人に危害を加えること（harming of a per-

son）」とは、その種類の如何を問わず、人に損

害を生じさせることをいい、次に掲げることを

含む。

⒜ 人に対する身体的、精神的又は経済的損

害を生じさせること。

⒝ 人を性的に虐待すること。

⒞ 人の評判、地位又は将来性を損なわせる

こと。

ある国との関連において「不法移民（unau-

thorised migrant）」とは、その国の国民でなく、

その国への当該の者の合法的入国のためにその

国の法律により又はそれらの法律に基づき必要

とされるすべての書類を所持していない者をい

う。

第98Ｃ条 移民の密入国

⑴ 不法移民がニュージーランド又はその他の

国に入国するための手配をした者は、以下に

掲げる規定に該当するときは、それぞれ、⑶

項に規定する罰に服さなければならない。

⒜ その者が実質的利益のためにそのことを

するとき。

⒝ 人が不法移民であることを知り、又は人

が不法移民であるか否かに全く注意を払わ

ないとき。

⑵ 不法移民がニュージーランド又はその他の

国に連行されるための手配をした者は、以下

に掲げる規定に該当するときは、それぞれ、

⑶項に規定する罰に服さなければならない。

⒜ その者が実質的利益のためにそのことを

するとき。

⒝ 人が不法移民であることを知り、又は人

が不法移民であるか否かに全く注意を払わ

ないとき。

⒞ 次の規定に該当するとき。

ⅰ 人がその国への入国を試みる意思を有

していることを知っているとき。

ⅱ 人がその国への入国を試みる意思を有

しているか否かに全く注意を払わないと

き。

⑶ 刑罰は、20年以下の拘禁若しくは50万
(注６)

ドル

以下の罰金又はそれらの併科とする。

⑷ 不法移民が関係の国に実際に入国していな

いときであっても、⑴項の規定に基づき訴訟

を提起することができる。

⑸ 不法移民が関係の国に実際に連行されてい

なくとも、⑵項の規定に基づき訴訟を提起す

ることができる。

第98Ｄ条 強制又は欺もうを手段とした人身取

引

⑴ 次の規定に該当する者は、それぞれ、⑵項

に規定する罰に服さなければならない。

⒜ 人に対する１若しくは複数の強制行為、

人に対する１若しくは複数の欺もう行為又

はその双方の行為により、ニュージーラン

ド又はその他の国への人の入国を手配する

者

⒝ ニュージーランド又はその他の国への人

の入国が、人に対する１若しくは複数の強

制行為、人に対する１若しくは複数の欺も

う行為又はその双方の行為により手配され

たものであることを知りながら、ニュー

［ニュージーランド］1961年刑法における奴隷取引処罰規定その他
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ジーランド若しくはその他の国における人

の受入れ、隠匿若しくは隠れ家の提供を手

配し、組織し、又は斡旋する者

⑵ 刑罰は、20年以下の拘禁若しくは50万ドル

以下の罰金又はそれらの併科とする。

⑶ 強制され、又は欺かれた者は、（事件に応じ）

次に掲げるいずれかの規定に該当するときで

あっても、この条に基づき訴訟を提起するこ

とができる。

⒜ その関係国に実際に入国しなかったと

き。

⒝ その関係国において実際に受け入れら

れ、隠匿され、又は隠れ家を提供されなかっ

たとき。

⑷ 強制され、若しくは欺かれた者が関係国に

連行され、到着し、又はこの国を行く先に定

めた過程のいくつかの部分が強制又は欺もう

の行為によることなく遂行されたときであっ

ても、この条に基づき訴訟を提起することが

できる。

第98Ｅ条 加重事由

⑴ 第98Ｃ条若しくは第98Ｄ条の規定に抵触す

る犯罪で有罪とされた者に課される刑又はそ

の他の措置方法を決定するに当たり、裁判所

は、次に掲げることを考慮に入れなければな

らない。

⒜ 身体上の傷害又は死（当該の犯罪の実行

に関連した者又はその他の者に関連した、

それらの者に対する致傷又は致死か否か

は、問わない。）が当該の犯罪の実行中に生

じたか否か。

⒝ 組織犯罪集団（第98Ａ条⑵項の規定によ

る意味の範囲内におけるものをいう。）の利

益のために、それらの集団の指示により、

又はそれらの集団との共同により、当該の

犯罪が実行されたか否か。

⒞ 当該の犯罪の実行に関連した者が、当該

の犯罪の実行の結果として非人道的又は品

位を下げるような取扱いに従わせられたか

否か。

⒟ 関連の訴訟手続の進行中に当該の者が２

人以上の者に関連した同じ犯罪で有罪とさ

れたときは、当該の犯罪の実行に関連した

者の人数

⑵ 第98Ｄ条の規定に抵触する犯罪で有罪とさ

れた者に科される刑又はその他の措置方法を

決定するに当たり、裁判所は、次に掲げるこ

とを考慮に入れなければならない。

⒜ 当該の犯罪の実行に関連した者が、当該

の犯罪の実行の結果として、搾取（例えば、

性的搾取、強制労働引受けの要求又は臓器

の摘出）に従わせられたか否か。

⒝ 当該の犯罪の実行に関連した者の年齢及

び、特に、当該の者が18歳未満であったか

否か。

⒞ 有罪とされた当該の者が実質的利益のた

めに、当該犯罪を実行し、又は当該犯罪の

一部を構成する行為を行ったか否か。

⑶ この条の⑵項⒜号の規定における例は、当

該の規定の一般性を制限するものではない。

⑷ この条は、裁判所が第98Ｃ条又は第98Ｄ条

の規定に抵触する犯罪で有罪とされた者に科

される刑又はその他の措置方法を決定するに

当たり考慮することができる事項を制限する

ものではない。

第98Ｆ条 訴訟について必要とされる法務総裁

の同意

⑴ 第98Ｃ条又は第98Ｄ条の規定に抵触する犯

罪についての訴訟は、法務総裁の同意がなけ

れば、ニュージーランドの裁判所に提起する

ことはできない。

⑵ 第98Ｃ条又は第98Ｄ条の規定に抵触する犯

罪を実行したとされる被疑者は、当該の者に

対する訴訟提起についての法務総裁の同意が
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得られなくとも、逮捕することができ、又は、

当該の者の逮捕令状の交付を受け、これを執

行し、その者を再拘留し、又は保釈すること

ができる。

(注)

⑴ 2001年刑法改正法（Crimes AmendmentAct2001）

［2001年４月３日国王裁可］によりこの規定⒠を追

加した。

⑵ 2001年刑法改正法（前掲（注1）参照）により、こ

の規定⒡を追加した。

⑶ 2001年刑法改正法（前掲（注1）参照）により、slave

の定義規定を追加した。

⑷ 2002年刑法改正法（Crimes AmendmentAct2002）

［2002年６月17日国王裁可、翌日施行］により、この

条（第98Ａ条）を改正し、第98Ｂ条から第98Ｆ条まで

を追加した。

⑸ 「実質的利益を得る（obtain a material benefit）」

とは、「あることをすることに関連して、直接又は間

接的に、そのことをすること（又は、そのことをする

ことの一部を成す行為を行うこと）に対して、物品、

金銭、金銭的利益、特権、不動産又はその他の何らか

の種類の有価約因（valuable consideration）を得る

ことをいう」。この定義は、2002年刑法改正法（前掲

（注４）参照）第３条の規定により、1961年刑法第２

条⑴項に追加されたものである。

⑹ ニュージーランド・ドル。1ドル≒82.20円（2004年

２月現在）

（つちや けいじ・専門調査員）

［ニュージーランド］1961年刑法における奴隷取引処罰規定その他
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